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チーム医療推進会議 開催要綱  

1．趣旨   

「チーム医療の推進について」（平成22年3月19日 チーム医療の推進   

に関する検討会取りまとめ）を受け、様々な立場の有識者から構成される  

会議を開催し、同報告書において提言のあった具体的方策の実現に向けた   

検討を行う。  

2．検討課題   

○ チーム医療を推進するための方策について   

○／チーム医療を推進するための看護師業務の在り方について   

○ その他  

3．構成員   

会議の構成員は、一別紙に掲げる有識者とする。ただし、必要に応じ、関   

係者の出席を求めることができる。  

4．運営  

本会議の庶務は、厚生労働省医政局で行う。   

議事は公開とする。   



［垂コ  
前回までの議論の整理  

（チーム医療推進方策検討ワーキンググループ）  

1．チーム医稽を推進するための基本的な考貞   

○ 我が国の医療は非常に厳しい状況に直面しており、医学の進歩、高齢化の進行等により   

医師や看護師の許容量を超えた医療が求められる中、チーム医療の推進は必須である。   

○ チーム医療を推進する目的は、専門職の積極的な活用、職種間の有機的な連携を図るこ   

と等により医療の質的な改善を図ることであり、そのためには、①コミュニケーション、   

②情報の共有化、③チームマネジメントの3つの視点が重要である。  

○ 医療スタッフ間における情報の共有のための手段としては、定型化した書式による情報   

の共有化や電子カルテを活用した情報の一元管理などが有効である。  

○ 患者もチーム医療の一員という視点も重要であり、患者に対して最高の医療をするため   
に各職種がどのように協力するかを考える必要がある。また、患者もチームに参加するこ   

とによって医療者に全てを任せるのではなく、自分の治療の選択等に参加することが必要   

である。   

○ チーム医療を展開する中で、医師が個々の医療従事者の能力等を勘案して「包括的指示」   

を積極的に活用することも重要な手段であるが、「包括的指示」の要件等をあまり定型化し   

すぎると医療現場の負担増になる可能性に注意が必要である。   

○ チームの質を向上させるためには卒前・卒後の教育が重要であり、専門職としての知識   

や技術に関する縦の教育と、チームの一員として他職種を理解することやチームリーダ   

ー・マネージャーとしての能力を含めた横の教育が必要である。   

例）チーム医療の教育（昭和大学）  

学部の枠を超えて共に学び、患者に真心をこめて医療を行うことを理念として、低学年   

から学部連携学習を通じて基盤作りを行い、高学年においては医療現場でのチーム医療の   

実践的学習を行うなど、チーム医療を参加型で学習する体系的カリキュラムを構築してい   
る。   

○ 急性期、回復期、維持期、在宅期において求められるチーム医療のあり方はそれぞれ異   
なるものであり、各ステージにおけるチーム医療のあり方を考えるともに、各々のチーム   

医療が連鎖するような仕組みの構築が必要である。  

・救急医搭の場面におけるチーム医  

○ 高齢者に対しては、高齢者に特徴的な廃用症候群や低栄養状態などの様々な合併症に対   

応するための対策が必要であり、そのためには急性期の段階からの対策が重要である。  

○ 急性期医療におけるチーム医療については、現状ではマンパワーが限られていることか   

ら、少数の専門職が課題に応じてチームを編成する「専門部隊型のチーム医療」が中心と   

なっている。「専門部隊型のチーム医療」においては、質の高いチーム医療の提供は可能で  
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あるが、カンファレンス等により情報共有のためのすりあわせが必要であるため、処理能   

力には限りがあり、手術室やICUなどのリスクの高い患者に対するチーム医療には適して   

いる。   

○ 今後の急性期医療におけるチーム医療においては、十分な専門職を病棟に配置する「病   

棟配属型チーム医療」により、必要な患者全てに対して、必要な時に十分な質の高い医療   

サービスを提供することが期待されている。  

例1）急性期における栄養サポートチーム（近森病院）の取組  

管理栄養士を病棟に配属し、患者の身体所見等の確認を直接行ったり、業務の標準化や   

電子カルテによる書式の標準化を通じた情報共有を図ったりすると共に、院内PHSを活用   

し、どこでも連絡をとれる状態にし、必要な時に必要な症例に対してNST介入を行ってい   

る・  

例2－1）病棟における医薬品の安全管理（東住吉森本病院）  

2病棟に3名の薬剤師を配置することにより病棟への常駐体制を実現し、患者の状況や   

検査結果等をリアルタイムで把握しつつ、薬歴管理を行うことにより、積極的な処方提案   

や持参薬を継続使用する際のリスク軽減などを行うとともに、他の医療スタッフヘの助言   

及び相談へ対応している。  

例2－2）手術室における薬剤師の取組（広島大学附属病院）  

医師、看護師等とともに安全な手術のためのチームを構成し、手術中に使用される医薬   

品管理を手術室に常駐された薬剤師が担当している。具体的には、麻薬・毒薬をはじめと   

する手術部内の全ての医薬品管理や手術時の使用薬剤のセット、注射剤混合調製、麻薬記   

録監査、各職種への医薬品情報提供等の業務を実施している。  

例3）入院患者の状態に応じたきめ細やかな栄養管理の効果   

入院時に主観的包括的アセスメントの結果、中等度栄養障害と判断された患者に対して、   

術前に栄養介入を実施することより術後の在院日数が有意に低下することが報告されてお   

り、病棟で管理栄養士がきめ細かな栄養管理を実施することにより、医療の質が向上して   

いる。  

3．回復期・慢性期直積の場面におけるチーム医  

○ 回復期のチーム医療においては、裾瘡対策や栄養管理、感染対策といった課題に対応す   

ることが求められており、そのためには病棟への様々な専門職の手厚い配置が求められて   

いる。回復期リハビリテーション病棟においては、診療報酬における配置基準よりも多く   

のリハビリスタッフやST、配置基準には規定されていない管理栄養士、社会福祉士等を配   

置している。  

○ リハビリテーションにおいては、実用的な日常生活における諸活動の実現を目的として、  

リハビリテーションチームによって全人的アプローチが行われており、リハビリ関係職種  
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だけではなく様々な職種とカンファレンスを軸にした情報共有と連携を行っている。  

例）回復期におけるチーム医療（長崎リハビリテーション病院）の取組   

専門職間の縦割りを解消するため、医師を含めた医療職は全て臨床部の所属としたほ   
か、ナースステーションをスタッフステーションと、ナースコールをスタッフコールと   

変更するなどのエ夫を行っている。   

48床に対してスタッフ76人という手厚い配置を行っており、看護を基盤として互いに   

他職種を尊重し、明確な目標に向かってそれぞれの見地から評価を行い、専門的技術を   

効率よく提供する観点からチームアプローチを行っている。  

欄引こおけるチーム医療（医療・介護・福祉の  

○ 在宅医療において、質の高い医療を効率よく提供するためには、①チームの統合性、②   

チームのスピード性、③チームの効率性の3つの要素が必要である。  

○ 在宅医療における医師と看護師の連携については、患者対応のスピードが求められると   

ともに実施する医療行為には様々なものがあることから、在宅医療を担う医療機関と訪問   

看護を担う機関が提供する医療に関する哲学や実際のやり方を共有することが重要である。  

○ 入院から在宅への移行支援については、在宅チームが主導して在宅への移行準備、試験   

外泊等を実施する仕組みを構築することが必要である。  

○ 在宅医療において、患者一家族の不安を取り除くために24時間対応は非常に重要であり、   

確実な連絡体制を確保する必要がある。  

例1）在宅医療におけるチーム医療（クリニック川越）の取組  

医師と看護師の一体化したチームで提供する医療の哲学一実施方法を共有するととも   

に、電子カルテを活用してリアルタイムに情報共有を行っている。医療機関と訪問着護   

機関の緊密な連携を前提に、医師の指示を工夫するとともに、看護師の臨床能力評価に   

応じて実施可能な医行為を決めることにより看護師の裁量権を拡大している。在宅緩和   

ケアにおいては、薬剤師が関わるケースが増加しており、麻薬等の薬剤の配送や服薬指   

導、中心静脈栄養の調剤等の役割を担っている。   

例2）地域緩和ケアを支える病院薬剤部と保険薬局等との連携（国立がんセンター東病院）  

薬局薬剤師が退院時カンファレンスヘ参加したり、病院薬剤師、薬局薬剤師、訪問看   

護を行う看護師及びケアマネージャー間で、患者の症状変化やケアプランなどについて   

の情報を共有することにより、地域緩和ケアなどの在宅医療の質を向上するための取組   
を行っている。その際に薬剤師は、他職種からの薬剤に関する相談を積極的に受け付け   

ることのほか、患者（特に高齢者）の喋下能力や理解力などから適切な剤形を選択する   

こと（速崩壊性製剤、ゼリー製剤等の選択、とろみの添加等）、多職種連携により得られ   

た食事、排泄、運動等に関する情報から患者の体調を定期的にチェックし、薬剤の効果   

や副作用を評価することなどの役割を担っている。  

例3）入院から在宅まで連携した栄養管理の取組  

入院時から、管理栄養士が患者の状態・病態や生活の状況に応じた患者の食事支援等  
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を行い、退院後の継続的な栄養維持のための支援として、外来栄養食事指導を行い、通  
院困難者に対しては、在宅訪問栄養食事指導にてフォローを行うなど、入院時から退院  

後まで一貫して栄養管理を行うことによって質の高い栄養管理の実施が可能となってい  

る。  

5．医科・歯科の連携  

○ 口腔ケアは誤噴性肺炎予防の基本であり、医療・介護の現場で歯科医師■歯科衛生士を   

チームの一員として活用することにより、高齢患者において特に重要な合併症の予防が期   
待される。   

○ チーム医療に歯科医師等の歯科関係職種を活用し、口腔内管理の徹底を図ることで、誤   

噴性肺炎や窒息事故等の発生を防止し、その後の医療を円滑に行うことに貢献するととも   
に、摂食・瞭下障害、低栄養状態、口臭等に対する専門的な医療対応を行うことが可能と   
なり、入院患者のQOL向上に寄与することができる。   

○ 医科・歯科連携を行うことで、入院患者の00Lの向上だけでなく、退院後も在宅、施設   
等の生活する場における地域連携パスに繋ぎ、口腔の医療面からの地域医療に貢献するこ   
とが可能となる。   

○ 病院における医科■歯科連携は、歯科を標模していない病院が多いことから、病診連携   

も含め、歯科医師が、あるいは、歯科医師と歯科衛生士がともに参画することが必要であ   
り、そのための施策の整備が望まれる。  

例）医科歯科連携におけるチーム医療（長崎リハビリテーション病院）の取組   

歯科診療オープンシステムを活用して非常勤歯科医師と歯科衛生士を活用した医科・   

歯科連携を行っている。  

例）医科歯科連携におけるチーム医療（昭和大学病院）の取組  

チーム医療の実践、チーム医療教育、地域医療連携を3本柱とした口腔ケアセンター   
を設置している。歯科のある病院においては、歯科を通してチーム医療に参加し、歯科   
のない病院においては、病棟ヘチームが直接に参加して医科・歯科連携を行っている。  

旦L笹星空重度塵壁登＿にお世塵圭＝皇塵塵 

○ 特定の診療領域や課題に応じて、様々な職種による治療チームを構成してチーム医療を   

実践することにより、各職種がそれぞれの専門性を発揮した業務に取り組むことが可能に  

なり、医療の質と効率性の向上といった効果が期待される。  

例）特定の診療領域等におけるチーム医療の取組  

・裾療対策チーム（脳血管研究所美原記念病院の例）  

4   



看護師が裾療発生リスクを随時評価し、医師・薬剤師・看護師がベッドサイドにて薬  

剤選択及び治療方針の決定を行い、ハイリスク患者に対して積極的な体位変換を実施す  

る取組により、ハイリスク患者が多い中で裾療発生率を低く抑え、治癒率も良好な水準  

となっている。  

リハビリチーム（脳血管研究所美原記念病院の例）   

医師及びリハビリスタッフがリハビリの適応の確認を行い、リハビリスタッフと看護  

師が連携して、超早期からのリハビリを実施するとともに、日常生活援助にリハビリ的  

看護ケアを導入するなどの取組によりADLの改善度合いが向上している。  

L廣療スタッフの業務の効率化・業務負担の確王  

○ 急性期の医療において、現在は個別の課題に応じて必要な専門職を集めた「専門部隊型   

のチーム医療」が行われているが、十分なマンパワーを確保して必要な専門職を病棟に配   

置する「病棟配属型チーム医療」が望ましい。  

例1）薬剤師の病棟配置による薬剤管理の取組  

薬剤管理において、薬剤師を病棟に配置し、医師と協働した薬物療法の検討、注射薬   
の調製、医師・看護師と協働した点滴投与時の注意事項の確認等を実施することにより、   
薬剤に関するインシデント報告件数が減少する効果が現れている。  

また、病棟配置により、患者の状況や検査結果等を随時把握することが可能となり、   
積極的な処方提案や持参薬の適正管理、次の処方のためのフィードバック、フィジカル   

アセスメントの実施による薬効・副作用モニタリング、副作用を抑えるための薬学的管   

理、他職種への助言・相談、薬物療法のプロトコル管理などの薬剤の適正使用に関する   

業務を薬剤師が担うことにより、薬剤に関連する有害事象の発生や重篤化の防止など、   
医療安全の質が向上する。  

例2）管理栄養士の病棟配置による栄養管理の取組  

患者の日々の栄養摂取状況と摂取栄養量を把握し、栄養不良のリスクを回避すると共に、   
治療食や栄養管理方法について他職種への助言・相談、患者、家族への説明や調整を行う   

ことにより、質の高い栄養管理を実施できるとともに、看護師等の行っている業務を軽減   

することができる。  

○ 全日本病院協会が実施した看護師の業務に関する調査によると、依然として看護師が機   

器点検や物品管理、検体搬送等の業務を実施しており、他職種との業務分担等による業務   
の見直しが必要である。  
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琶相宿 ＋  

今後の検討に係る論点  

（チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループ）  

1．検討の前提  

○ 本ワーキンググループは、「チーム医療の推進について」（平成22年3月19日チーム医療の推   

進に関する検討会取りまとめ）の実現に向けて設置された「チーム医療推進会議」において、看護   

師の業務範囲、「特定の医行為」の範囲、特定看護師（仮称）の要件、特定者講師（仮称）の養成   

課程の認定基準等について検討するためのワーキンググループとして設置されたものである。   

○ このため、本ワーキンググループでは、「チーム医療の推進について」の内容を前提とし、その   

実現に向けて、上記の検討事項に関する検討を進めることとする。   

○ その際、当面は、第3回チーム医療推進会譲（平成22年10月29日開催）に本ワーキンググル   

ープより報告した「当面の検討の進め方」に従い、「看護業務実態調査」の結果、「特定看護師（仮   

称）養成調査試行事業」（以下「調査試行事業」という。）の実施状況、学会・職能団体の意見等   

を踏まえながら、検討を進めることとする。   

○ なお、検討に当たっては、一部の委員から r特定の医行為は特定看護師（仮称）しか実施できな   

いとした場合には、医療現場が混乱するおそれがある」といった懸念が表明されたことも踏まえ、   

医療安全の確保を十分に図るとともに、医療現場が混乱しないよう、その実態に十分配慮すること   

とする。  

2．特定看護師（仮称）・看護師の業務範囲  

○ 看護師の業務範囲や特定看護師（仮称）の業務範囲については、「当面の検討の進め方」に従い、   

看護業務実態調査において「今後、看護師の実施が可能」との回答が一定程度得られた業務・行為   

を中心に検討を進めることとする。   

○ 具体的には、上記の業務・行為について、①大学院修士課程等において一定の系統的な教育・研   

修を受けた看護師が実施すべき業務■行為群、②医療現場等で一定のトレーニングを積み重ねた看   

護師が実施すべき業務■行為群、③現行の看護基礎教育で対応可能であり看護師の更なる活用が望   

まれる業務・行為群、の3つの業務■行為群に分けた上で検討を進めることが可能ではないか。   

○ 中でも、③の業務・行為群については、「当面の検討の進め方」に従い、今年度中を目途に、看   

護師の積極的な活用が期待される業務t行為として取りまとめる方向で具体的な検討を進めてはど   

うか。   

○ ①及び②の業務・行為群については、「当面の検討の進め方」に従い、3．の看護師に対する教   

育・研修や医師の「包括的指示」の在り方等とともに、4．の試行事業の実施状況を十分に踏まえ  
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ながら慎重に検討を進めてはどうか。  

3・特定看護師（仮称）㈲琴   

（1）期待される役割  

O 「チーム医療の推進について」においては、医療の安全と患者の安心を十分に確保しつつ、看護   

師の専門性を活かして医療サービスの質や患者のQOLをより一層向上させるためには、看護師によ   

り実施することが可能な行為を拡大することと併せて、一定の医学的教育一実務経験を前提に専門   

的な臨床実践能力を有する看護師（「特定看護師」（仮称））が、従来、一般的には「診療の補助」   

に含まれないものと理解されてきた一定の医行為を医師の指示を受けて実施できる新たな枠組み   

を構築する必要があるものと提言されている。   

○ 本ワーキンググループでは、第4回から第6固までの3回に渡り、調査試行事業の実施課程から   

ヒアリングを行ったが、各課程とも「医療の安全と患者の安心を十分に確保しつつ、看護師の専門   

性を活かして医療サービスの質や患者のQOLをより一層向上」させるという大きな目的は共有する   

ものの、急性期、慢性期、がん、小児等の領域・分野や、教育・研修が行われる期間によって、特   

定看護師（仮称）に期待される役割は異なっていたところである。   

○ 今後、「（2）教育1研修の内容」や「（3）具体的な業務・行為等」等に関する検討を進める際   

には、領域・分野ごと、教育・研修が行われる期間ごとに、特定看護師（仮称）に期待される役割   

を整理する必要があるのではないか。調査試行事業の実施課程から得た報告を踏まえれば、例えば、   

別添1のような役割が期待されていると整理することができるのではないか。  

（2）教育・研修の内容   

O 「（1）期待される役割」を踏まえ、専門的な臨床実践能力の前提となる教育・研修の内容につ   

いて、以下のような視点から、具体的なイメージを検討してはどうか。その際には、調査試行事業   

の実施状況を十分に勘案して検討を進める必要があるのではないか。   

① 「チーム医療の推進について」においては、基礎医学■臨床医学■薬理学等の履修が求められ  

ると提言されていたが、理論t技術に関する十分な知識を修得させるために、どのような講義や  

演習を行う必要があるか。例えば、フィジカルアセスメント、臨床薬理学、病態生理学に関する  

科目について、どのような到達目標に向けて、どのような内容を教授する必要があるか。   

② 「チーム医療の推進について」においては、特定の医行為に関する十分な実習・研修が求めら  

れると提言されていたが、①において修得した能力を看護実践の場面に適用できるようにするた  

めには、どのような実習を行う必要があるか。   

③ 講義・演習や実習の結果、必要な能力が習得されているかどうかの評価はどのように行う必要  

があるか。また、その評価を実施するためには、どのような体制が必要か。   

④ 「チーム医療の推進について」においては、質■量ともに充実した臨床実習を行う観点から医  

師等の実務家教員の確保が可能となるよう配慮する必要があると提言されていたが、講義・演習  

や実習を行う際、教員t指導者にはどのような要件が必要か。   

⑤ 「チーム医療の推進について」においては、賢・量ともに充実した臨床実習を行う観点から実  
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習病院の確保が可能となるよう配慮する必要があると提言されていたが、講義・演習や実習を行  

うために、どのような施設・設備が必要か。   

○ また、「チーム医療の推進について」においては、専門的な臨床実践能力の前提として、豊富な   

実務経験が求められると提言されていたが、教育・研修の内容に関するイメージを検討する際には、   

併せて、教育・研修を受ける際に学生に必要とされる要件についても検討する必要があるのではな   

いか。   

○ なお、最終的に教育・研修の内容を決定するに当たっては、4．の試行事業の実施状況等を踏ま   

えて、慎重に検討する必要があるのではないか。  

（3）具体的な業務・行為等   

O 「（1）期待される役割」や「（2）教育一研修の内容」について検討を進める際には、併せて、   

具体的な業務・行為の内容についても、具体的なイメージを例示し、検討を進める必要があるので   

はないか。   

○ なお、最終的に業務■行為の内容を決定するに当たっては、4、の試行事業の実施状況等を踏ま   

えて、慎重に検討する必要があるのではないか。  

（4）その他   

○ 医師の「包括的指示」の在り方について、検討を進める必要があるのではないか。  

㌢ 試行事業の継線的な実施   

（1）調査試行事業の継続実施  

O 「特定看護師（仮称）養成調査試行事業実施要綱」の3．（1）において、「『A修士課程   

調査試行事業』及び『B 研修課程調査試行事業』の実施期間は、当面、平成23年3月まで   

とする。なお、事業の実施状況等によっては、平成23年4月以降も継続して募集・実施する  

こととする」とされている。  

O 「特定看護師（仮称）養成調査試行事業」については、以下の理由から、平成23年4月以   

降も継続して募集・実施することとしてはどうか。  

（A）修士課程調査試行事業の実施課程の中には、平成22年度から課程を設置した大学   

焼があり、今後、当該大学院における実習の実施状況を把握し、行為実施の安全性等を議論  

する必要がある。   

・特に（B）研修課程調査試行事業の実施課程が少なく（3課程）、特定の領域に限定した   

特定看護師（仮称）のニーズや研修内容等に関する議論を継続的に行う必要がある。  
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○ その際、事業の基本的な枠組みは、今年度実施している調査試行事業の枠組みと同様のもの   

としてはどうか。  

（2）医療現場における業務実施の試行   

○ また、特定看護師（仮称）の業務範囲等を検討するに当たっては、養成課程における試行の   

みならず、医療現場における業務実施を試行し、業務実施の安全性、医師等の現場の医療従事   

者からの評価等を踏まえて議論する必要がある。   

○ このため、平成23年度は、平成22年度の（A）及び（B）調査試行事業の実施課程を修了   

した看護師を対象として、医療現場（病院■診療所・訪問着護事業所・介護関係施設等）にお   

ける業務実施を試行することとしてはどうか。   

○ その際、業務実施の試行の枠組みについては、医療安全の確保に十分留意する観点から、そ   

の詳細について慎重に検討する必要があるが、基本的な枠組みについては、例えば以下のとお   

りとしてはどうか。  

① 以下の要件を満たす医療機関等を「試行事業実施医療機関等」として指定。   

・平成22年度の（A）又は（B）調査試行事業の実施課程を修了した看護師を雇用して  

いること   

・一定の安全管理体制（担当医の選定、養成校と連携した定期的なフォローアップ等）を  

整備していること  

② 安全管理体制を整備していること等を条件に「診療の補助」の範囲に含まれているかどう  

か不明確な行為（当該看護師が平成22年度の（A）又は（B）調査試行事業において修得  

した行為に限る。）を実施して差し支えないこととする。  

③ 事業の実施状況（安全面の課題、業務実施時のインシデントアクシデント等）について、  

WGに随時報告することとする。  

④ 事業の実施期間は、当面、平成24年3月までとする。なお、事業の実施状況等によって  

は、平成24年4月以降も継続して募集・実施することとする。  

（参考二「チーム医療の推進について」（平成22年3月19日チーム医療の推進に関する検討会）抜粋）   

2．看護師の役割の拡大   

（4）行為拡大のための新たな枠組みの構築  

○ 上記のように、まずは看護師により実施可能な行為の範囲を拡大・明確化する方向で取り組  

むことが求められているが、さらに、近年、一定の医学的教育一実務経験を前提に専門的な臨  

床実践能力を有する看護師の養成が急速に進みつつあり、その能力を医療現場で最大限に発揮  

させることが期待されている。  
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○ こうした期待に応え、医療の安全と患者の安心を十分に確保しつつ、看護師の専門性を活か   

して医療サービスの質や患者の00Lをより一層向上させるためには、看護師により実施するこ   

とが可能な行為を拡大することと併せて、一定の医学的教育・実務経験を前提に専門的な臨床   

実践能力を有する看護師（以下「特定看護師」（仮称）という。）が、従来、一般的には「診療   

の補助」に含まれないものと理解されてきた一定の医行為（以下「特定の医行為」という。「別   

紙」参照）を医師の指示を受けて実施できる新たな枠組みを構築する必要がある。   

○ この枠組みの構築に当たっては、特に、「特定の医行為」の範囲や特定看護師（仮称）の要件   

をどう定めるかが重要となるが、これらの点については、医療現場や養成現場の関係者等の協   

力を得て専門的■実証的な調査■検討を行った上で決定する必要がある。また、特定看護師（仮   

称）の養成の状況が不明確な中では、現場の混乱をできるだけ少なくしていくような配慮も必   

要であるィ。   

○ したがって、当面、現行の保助看法の下において、医療安全の確保に十分留意しながら、特   

定看護師（仮称）が特定の医行為を実施することを原則とする内容の試行を行うことが適当で   

ある。また、この試行の中で、特定看護師（仮称）以外の看護師によっても安全に実施し得る   

と判断される行為があるかどうかも合わせて検証することが望ましい。その上で、試行の結果   

を速やかに検証し、医療安全の確保の観点から法制化を視野に入れた具体的な措置を講じるべ   

きである。   

○ また、医師の指示を受けずに診療行為を行う「ナースプラクティショナー」（NP）について   

は、医師の指示を受けて「診療の補助」行為を行う看護師・特定看護師（仮称）とは異なる性   

格を有しており、その導入の必要性を含め基本的な論点について慎重な検討が必要である。さ   

らに、いわゆる「フィジシャン・アシスタント」（PA）については、看護師等の業務拡大の動向   

等を踏まえつつ、外科医を巡る様々な課題（外科医の業務負担、処遇、専門医養成システム等）   

の一環として、引き続き検討することが望まれる。   

○ なお、一部の委員から、「特定の医行為は特定看護師（仮称）しか実施できないとした場合に   

は、医療現場が混乱するおそれがある」として、特定看護師（仮称）の導入について強い懸念   

が表明された。  
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（別添1）  

特定者講師（仮称）に期待される役割（イメージ）  

※ 特定看護師（仮称）養成調査言式行事其の実施課程カ、らの報告より抽埠  

※ 以下の役割について．、．医行為に関する部分については、いずれも「医師の指示」が前提  

◆急性期領域（急性期、周麻酔期等）  

○ 救急外来においては、来院した患者を包括的にアセスメントした上で、必要な緊急検査等を行い、  

直ちに医師の診察・治療が必要な患者のトリアージを実施し、自らも初期的なマネジメントを行う  

ことによって、緊急度の高い患者から迅速に治療を行うことによって、効率的な医療提供が期待さ  

れる。  

○ICUやCCUにおいては、人工呼吸器装着患者等を包括的にアセスメントし、患者の状態に臨機応   

変に対応して酸素投与量の調整、抜管の時期の判断・抜管などを実施することによって、合併症の  

予防や患者の早期離床を図るなど、医療の質の向上が期待される。  

○ 術前及び麻酔の導入・維持・覚醒の各段階において患者の評価（合併症や内服薬の確認、麻酔時   

の患者の状態評価等）を行い、安全な麻酔と手術の遂行に必要な処置（薬剤投与量の調節、人工呼   

吸器の調節、各種医療機器の設定等）を実施するとともに、術後の療病評価を行い、鎮痛剤の選択   

と投与量の調節を実施することによって、患者への侵峯を最小限に抑えるとともに安全性の高い周  

術期管理を実現することが期待される。  

○ 術前後においては、患者暮家族に麻酔の方法や合併症等の詳細な説明を行い、患者・家族の麻酔   

に対する不安を取り除き、安心して治療に専念できる状況を整えることが期待される。  

◆慢性期領域（がん、老年、慢性期等）  

○ がん診療連携拠点病院においては、高度な看護実践による療病アセスメントに基づき、痺痛管理   

等の症状緩和、がん化学療法中の食欲不振や嘔気・嘔吐等の有害事象に対する薬物等を用いたマネ  

ジメントや適切な補液等による栄養管理、放射線療法中の有害事象のマネジメント等を行うことに   

よって、副作用の軽減による治療中断の防止やQOLの向上が期待される。  

○ 病院（特にがん診療の専門施設）においては、疫病や治療の副作用が疑われる患者に対して高度   

な看護実践によるフィジカルアセスメントを実施し、必要な検査のオーダと評価を行い、それに基   

づいた薬剤使用の判断、薬剤の選択・投与等の医療処置の実施（中止の判断を含む。）によって、   

患者がその時点で体験している心身の苦痛や不快な症状を速やかに緩和することが期待される。  

○ 一般病院の外来、訪問看護ステーション、老人保健施設等においては、患者に対して、慢性疾患  
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（糖尿病・高血圧症一慢性閉塞性肺疾患等）の継続的な管理をフィジカルアセスメントに基づく療   

養上の指導等により実施するとともに、軽微な初期症状（発熱、下痢、便秘等）の診察や検査、必   

要な治療処置を行うことによって、慢性疾患の重症化を防ぎ、患者の生活機能の維持を可能とする   

ことが期待される。   

○ 病院・老健施設においては、高齢者に特有である不眠や夜間せん妄一脳血管障害患者の喋下障害   

に対するフィジカルアセスメントと対処を行うことによって、迅速な病態判断と症状改善、危険防   

止の対策が図られることが期待される。また、退院・施設等への移行に関する時期を判断し、それ   

らの施設等との医療連携を行うことによって、高齢者の生活機能に応じた診療の継続が可能となり、   

00Lの向上が期待される。   

○ 病院の外来（呼吸器系）においては、慢性呼吸不全患者（主に在宅酸素療法患者、非侵襲的陽圧   

換気法患者）や睡眠時呼吸症候群（SAS）などの慢性呼吸疾患患者を対象に、フィジカルアセスメ   

ントで把握した患者の状態に応じて必要な検査（呼吸機能、運動負荷検査、終夜睡眠ポリグラフ検   

査、血液ガス分析、血液生化学検査、画像検査等）を実施し、その結果等に応じて適切な薬剤の選   

択・使用、酸素療法の実施、人工呼吸器療法、生活指導などを実施することによって、慢性呼吸疾   

患を良好に管理することが期待される。   

○ 慢性疾患患者のうち自己管理の実行と継綺が困難なケースに対して、薬物や生活習慣等の自己管   

理の支援■治療マネジメントとして、治療の変更■修正を含めた生活調整の支援を実施するととも   

に、患者の生活習慣や強いこだわりに配慮し、薬物の調整を含めた支援をすることによって、患者   

の重症化を防ぎ、生活機能の維持を可能とすることが期待される。   

○ 慢性期の糖尿病患者に対して、フィジカルアセスメントや必要な検査に基づいて血糖降下薬やイ   

ンスリン製剤等の調整、足病変予防のための処置等の実施、脂質異常症への一次予防t二次予防治   

療を実施することによって、糖尿病患者の重症化や合併症の発症を防ぎ、生活機能の維持やQOL   

の向上を可能とすることが期待される。   

○ 急性期から亜急性期病院の病棟や創傷に関連する外来等において、慢性創傷を有する患者を対象   

に、血液検査や血流検査等の決定、検査の実施、デブリードマンや皮膚切開、非感染創の縫合、陰   

圧閉鎖療法、創傷被覆材や外用薬の決定等の創傷処置を実施することによって、慢性創傷の重症化   

や治癒遅延を防ぎ、治癒期間の短縮等の効果が期待される。   

○ アウトリーチチームにおいては、精神症状の増悪及び身体合併症を予防し、悪化を防ぎ、薬物療   

法をはじめとした精神科専門療法を支援することによって、精神障害者の地域生活への移行及び継   

続を支援することが期待される。   

○ 医療施設において、医療関連感染や流行性ウイルス疾患発生が疑われる場合に、感染管理に必要   

な感染症検査の実施決定や評価を迅速に行うことによって、早期診断と治療を可能にし、治癒期間   

の短縮や他者への感染拡大の予防等の効果が期待できる。  
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◆在宅領域（在宅、プライマリケア）  

○ 在宅医療においては、療養環境の評価やフィジカルアセスメント等に基づく訪問看護の導入、継   

続への介入、高齢者の心肺機能障害に伴う症状コントロールに向けた生活指導、排泄コントロール、   

栄養管理、裾創ケアヘの介入を行うことによって、患者の重症化を防ぎ、在宅療養の継続を可能と  

することが期待される。  

○ 在宅医療においては、フィジカルアセスメント等に基づき必要な検査、処置、薬剤の投与、衛生   

材料の提供、病状説明を行うことによって、迅速に病態の変化に対応し、患者・家族の苦痛を早期  

に緩和し、安心感を与え、QOL向上が期待される。  

○ 特に医師不足が問題となっているエリアにある病院、老健施設又は診療所においては、プライマ   

リ・ケア、特定健診・人間ドックなどの健診や、対がんセンターなどでのがん検診を実施すること   

によって、疾病予防を推進し、医療へのアクセス向上、医療提供の効率化が図られることが期待さ  

れる。  

◆小児領域  

○ 一般病院の外来、小児科クリニック、重症心身障害児施設、社会福祉施設等においては、慢性疾   

患患者（気管支喘息、Ⅰ型糖尿病、状態が安定した重症心身障害児等）に対するフィジカルアセス  

メントや必要な検査、療養環境の評価等に基づき、疾患の継続的な管理を行うことや軽微な症状に   

対する初期処置を行うことによって、慢性疾患の管理の質の向上や症状出現時に患者への迅速な医  

療提供を実現することが期待される。  

○ 小児病院等においては、症状出現時等に迅速にフィジカルアセスメントや必要な検査を実施し、   

心不全症状のある子どもの症状緩和のための処置の実施、心臓カテーテル検査を受ける子どもの検   

査前後の管理、喘息の子どものトリアージと子ども・家族のアドヒアランスの強化、退院に向けた   

低出生休重児の症状コントロールに向けた生活指導と訪問看護依頼等を高度な看護実践に基づい   

て行うことによって、症状のある患者への迅速な医療提供を実現するとともに、医療の質の向上に  

より患者の重症化を防ぎ、子どもの苦痛の緩和を行うことが期待される。  
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チーム医捺実証事業（平成23年度予算嶺／元気な師複湘別枠） 参考資料1  

事業の目的   

安全で質の高い医療を実現するため、各医療関係職種の専門性を高め、それぞれの役割を   

拡大し、各職種が互いに連携して、医療を提供する「チーム医療」を推進   

○新成長戦略   

「看護師、薬剤師等医療関係職種の活用推進一役割拡大」  

○政策集川DEX2009   

「薬剤師、理学療法士などのコメディカルの職能拡大」   
「専門的な臨床教育等を受けた看護師等の業務範囲を拡大し、医療行為の一部を分担J  

0 チーム医療推進会議で策定されるガイドライン（平成22年度中に策定予定）に基づく取組について、   
実際の医療現場において、以下の安全性・効果等を実証。   
①医師、看護師、薬剤師、管理栄養士等の業務の安全性、②疾病の早期発見・回復促進、   
③重症化等の予防、④医師等の業務の効率化、⑤医師等の業務負担の軽減   

※ 例えば、チーム医療の推進に関する検討会報告書では、複数の医療スタッフが連携して患者の治療に当たる医療チーム  

として、周術期管理チーム、摂食噴下チーム、感染制御チーム等を例示。  

○ 特定看護師（仮称）等、看護師の業務範囲の拡大を検討するため、医療現場等における業務の効果、   
安全性、他職種からの評価等を実証  

【事業実施に必要な経費】  

現場における検証委託経費  

チーム医療の検証施設 40施設、看護師の業務範囲の拡大の検証施設 50施設  
指導者や医療スタッフの配置等に対する経費、消耗品 等  

雷分析等委託経草  

葉者への委託費（総研会社への委託を想定）  

3億6．471万円  
3億5．925万円   



チーム医療の定義等について叶  
参考資料2  

旦抑在り方に関する検討会」中間報告   

新しい医療関係職種の制度化が必至であることにも見られるように、これからの医療は、多くの専門的な  
能力を持った人々の参加無くして考えられないものとなりつつある。こうした専門別ヒはある程度今後の医  
療の一つの流れとなろうが、その場合必要なことは医療関係職種相互間の協力関係を確立維持していくこと  
である。資格制度の創設に当たり、特にこの点への配慮がなされる必要がある。  

丈－  
○臨床工学技士法（昭和62年法律第60号）  

（他の医療関係者との連携）   

第三十九条 臨床工学技士は、その実務を行うに当たっては、医師その他の医療関係者との緊密な連携を図り、  
適正な医療の確保に努めなければならない。  

※ その他、義肢装具士法（昭和62年制定時）、救急救命士法（平成3年制定時）、診療放射線技師法（平成5年改正時）、   
視能訓練士法（平成5年改正時）、音詩聴覚士法（平成9年制定時）等に、同様の規定が設けられた。  

17年12月冊会医療部会）   
医療は、周産期医療、小児医療から始まり、生命のすべての過程に関わるものであり、傷病の治療だけ  

ではなく、健康づくりなどを通じた予防から、慢性の症状を持ちながらの継続した介護サービスの利用や  
終末期における医療まで、様々な領域と関わるものである。その過程においては、医療分野や福祉分野の  
専門職種、ボランティア、御  

が の他の医療従事者それぞれの専門性を発揮しながら協力して≠一ム医療を推i  
地域において、患者を中心とした協力と連携の体制を構築していく必要がある。  

矧等において、医師とそ  
していくことはもとより  

平成20年6月18日 r安心と希望の医療確保ビジョン⊥  

職種間での協働とチーム医療の充実を進める際に当たっては、 それぞれの職種が、互川こ専門性を尊重   
鋤こより緊密な連携を充実させ協働関係を築くことで、病院勤務医   
の過重労働の解消を図りながら、全体として患者卵 ・納得を生み出   

すという視点が重要である。  

■
 
 

チーム医療の定義等について②  

平成21年8月28日 「チーム医療の推進に関する検討会」を開催  

∃こコア 畑拍たる検肘  

平成22年3月19日牒（チーム医療の推進に関する検討会報告書）   
○ チーム医療とは、「医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提に、自的と情   

報を共有し、卿こ的確に対応した医療を提供する   
三上」と一般的に理解されている。   

○ 質が高く、安心・安全な医療を求める患者・家族の声が高まる一方で、医療の高度化・複雑化に伴う業   

務の増大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が根本的に問われる今日、「チーム医療」   
は、我が国の医療の在り方を変え得るキーワードとして注目を集めている。   

○ また、各医療スタッフの知織・技術の高度化への取組や、ガイドライン■プロトコール等を活用した治   

療の標準化の浸透などが、チーム医療を進める上での基盤となり、様々な医療現場でチーム医療の実践が  

始まっている。   

○ 患者・家族とともにより質の高い医療を実現するためには、1人1人の医療スタッフの専門性を高め、   
その専門性に委ねつつも、これをチーム医療を通して再統合していく、といった発想の転換が必要である。   

○ チーム医療がもたらす具体的な効果としては、①疾病の早期発見■回復促進・重症化予防など医療・生   
活の質の向上、②医療の効率性の向上による医療従事者の負担の軽滅、③医療の標準化■組織化を通じた   
医療安全の向上、等が期待される。   

○ 今後、チーム医療を推進するためには、①各医療スタッフの専門性の向上、②各医療スタッフの役割の   

塵去、③医療スタッフ間の連携・補完の推進、といった方向を基本として、関係者がそれぞれの立場で様  

々な取組を進め、これを全国に普及させていく必要がある。  
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